
碧南市教育委員会７月定例会議事日程表 
 

令和６年７月２５日（木） 

午後２時～ 

碧南市役所４階 庁議室 

 

１ 開会の辞 

 

２ 教育長報告 

 

３ 前回会議録の承認について 

 

４ 議  案 

 (1) 協議事項 

ア 令和７年度使用小学校及び中学校用教科用図書採択について 

（学校教育課）       （当日資料） 

(2) 報告事項 

 ア ６月議会一般質問内容及び回答について   （資料１） 

   （関係各課） 

 イ 要保護・準要保護児童生徒の認定について   （資料２） 

（庶務課）      

(3) その他 

ア 各課報告 

イ 今後の予定 

(ｱ) 市町村教育委員会連合会理事会（職務代理） 

         令和６年７月中に書面開催 

(ｲ) ８月定例会  令和６年８月２９日（木）午後２時から  

碧南市役所４階 庁議室 

 

５ 閉会の辞 

 



協議事項ア 令和７年度使用小学校及び中学校用教科用図書採択について（学校教育課） 

 

当日資料のとおり 
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資料１ 

 

報告事項ア ６月議会一般質問内容及び回答について（関係各課） 

 

 ６月議会 質問内容及び回答 

                 課名  庶務課   

議員名 質問内容 回答 

大竹敦子議員 

 

１．新市長に市政を問う 

(4) 防災減災対策について 

イ 避難所となる体育館へのエア

コン設置についてのお考えは 

 

 

 

屋内運動場への空調設置につい

ては、昨今の異常気象対策として、

特に夏の暑さ対策としての必要性

を認識している。 

現在、小中学校においては、校

舎の老朽化が著しいため、児童生

徒の教育活動の中心であり、長い

時間を過ごすこととなる校舎の改

修を優先的に行っている。なかで

もトイレ改修を最優先に実施して

いる。 

今後、トイレ改修または長寿命

化の改修を進める中で、屋内運動

場へどのように空調設備を設置し

たらよいか、また、どういった方

式の空調設備が適しているのかな

どの基礎調査の実施に向けて検討

していきたい。 

 

長﨑章浩議員 １．給食費無償化について 

(1) 小学校、中学校の給食費は１

年間でいくらずつかかっている

 

給食費の年間総額は、小学校１

億８，２８６万円余、中学校１億
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資料１ 

 

か。保護者負担額と碧南市内で

の総額は。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３５０万円余。 

保護者が負担する一人当たりの

給食費は、令和５年度の場合、小

学校が１食２４０円で年間４５，

３６０円、中学校が１食２７０円

で年間５１，０３０円。 

一方、給食の提供に必要な材料

費は、令和５年度実績の年間総額

として、小学校２億８２４万円余、

中学校１億２，０８６万円余。 

一人当たりの材料費としては、

小学校が１食約２７３円で年間５

１，５００円余、中学校が１食約

３１５円で年間５９，５００円余。 

市が負担することとなる材料費

は、その差額として、年間総額で

小学校２，５３７万円余、中学校

１，７３６万円余。 

小学校１食あたりに換算する

と、約３３円で年間６，２００円

余、中学校１食あたり約４５円で

年間８，５００円余を市が負担し

ている。 

市では、平成２６年の改定以降

給食費を値上げしていないので、

物価高騰による材料費の上昇分は

市が負担しており、昨今では市の

負担額が徐々に増加している。 

なお、給食の材料費以外の学校
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資料１ 

 

 

 

 

 

 

(3) 給食費未納の回収方法は。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 給食は教育の一環と考えてい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

給食の実施に必要な人件費、施設

及び設備に要する経費などは、こ

れとは別に市の負担となってい

る。 

 

小中学校は、給食費と一緒に学

年費、修学旅行積立金なども集め

ており、これら学校諸費の回収に

合わせて、給食費の回収も行って

いる。 

未納となっている保護者へは、

学校給食センターの職員が直接、

保護者と接触して回収に努めてい

る。 

なお、令和４年度の年度途中か

ら、碧南市児童手当事務取扱規程

の改正により、保護者からの申し

出により、未納分の給食費を児童

手当の一部から徴収している。 

 

学校給食は学校給食法に掲げる

７つの目標がある。 

１つ目として、適切な栄養の摂

取による健康の保持増進を図るこ

と。 

２つ目として、日常生活におけ

る食事について正しい理解を深

め、健全な食生活を営むことがで

きる判断力を培い、及び望ましい
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資料１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食習慣を養うこと。 

３つ目として、学校生活を豊か

にし、明るい社交性及び協同の精

神を養うこと。 

４つ目として、食生活が自然の

恩恵の上に成り立つものであると

いうことについての理解を深め、

生命及び自然を尊重する精神並び

に環境の保全に寄与する態度を養

うこと。 

５つ目として、食生活が食にか

かわる人々の様々な活動に支えら

れていることについての理解を深

め、勤労を重んずる態度を養うこ

と。 

６つ目として、我が国や各地域

の優れた伝統的な食文化について

の理解を深めること。 

７つ目として、食料の生産、流

通及び消費について、正しい理解

に導くこと。 

これらを達成するために、義務

教育諸学校において「食育の推進」

などを図る目的で実施されてお

り、給食の時間は、本市において

も「児童生徒に望ましい食習慣と

食に関する実践力を身に付ける時

間」として捉えている。 
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資料１ 

 

(5) 今後無償化する予定がある

か。 

給食の無償化につきましては、

保育園、幼稚園、小中学校に通う

子どもたちが、みんなと一緒に楽

しくおいしい給食を食べていただ

きたい。また、家庭や経済的な事

情などにより学校に通えない場合

であっても、給食だけでも食べに

来てほしい。それにより、家にい

るのではなく、社会生活を少しで

も感じてほしいという思いで、給

食費の無償化を重点施策として掲

げている。 

このため、私の任期４年の間に

実施できるように、財源の確保を

含め実施方法などの検討を進めて

いく。 

 

磯貝明彦議員 １．小中学校の体育館に空調設備

設置について 

(2) 愛知県内での空調設備設置に

踏み出している自治体はどこか 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 国の補助金はあるか 

 

 

西三河９市１町では、屋内運動

場の空調設備の設置が全校完了し

ているのは、刈谷市のみ。 

また、空調設備の設置を始めて

いるのは、安城市とみよし市で、

基礎調査を実施し今後の検討とし

ているのは、岡崎市、豊田市、知

立市及び幸田町となっている。 

 

屋内運動場の空調設置向けの補
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資料１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 子ども達の命を守るため、災

害時には避難所となる体育館に

空調設備設置に踏み出す時では

ないか。 

 

 

 

 

 

２．小中学校の給食費無償化につ

いて 

(1) 全国で給食費無償化する自治

体が増えている認識はあるか。 

 

 

 

 

(2) 子ども１人あたりの給食費月

額はいくらになるか？ 

 

 

助金としては、文部科学省の「学

校施設環境改善交付金」がある。

また、経済産業省では、ガスヒー

トポンプに限られますが、「災害時

に備えた社会的重要インフラへの

自衛的な燃料備蓄の推進事業費補

助金」がある。 

 

児童生徒の教育活動の中心であ

り、長い時間を過ごすこととなる

校舎の改修、特にトイレ改修を最

優先に実施している。 

今後も、トイレ改修または長寿

命化の改修を進める中で、空調設

備設置のための基礎調査の実施に

向けて検討をしていきたい。 

 

 

 

西三河９市１町では、豊田市、

安城市、みよし市において年間を

通じた給食費の無償化が行われて

おり、全国的にも徐々に増えてい

ると認識している。 

 

年額で、令和５年度の年間提供

日数は１８９日であり、小学校は

１食２４０円で年間４５，３６０

円、中学校は１食２７０円で年間
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資料１ 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 少子化対策にもなる給食費無

償化に踏み出すべきではない

か。 

 

５１，０３０円。 

夏休み期間である８月を除き、

提供月数１１か月で計算すると、

小学校は月額４，１２３円、中学

校は月額４，６３９円。 

 

市長の任期中の実施に向け、検

討を進めていく。 

 

加藤厚雄議員 １．新市政のまちづくり 

(5) 防災・減災対策の早期対応を 

体育館にエアコンを設置する

となるといくらくらいかかるの

か。また、建て替えた場合、い

くらくらいになるのか。 

 

 

工事の規模や内容はわからない

ため、正確な工事費は試算できな

いが、令和４年度以降の県内の他

市における小中学校の屋内運動場

に空調設備を設置した工事の入札

結果を基に、今の物価高騰などの

状況を考慮すると、小学校では８

千万円程度、中学校では体育館だ

けでなく柔道・剣道の道場や卓球

場もあるので、１億円程度はかか

るのではないか。 

また、建替えて空調を設置する

場合は、平成２１年度に行った棚

尾小学校の屋内運動場の工事費を

現在の単価に置き換えて試算する

と、工事費が６億５千万円程度で、

ここに８千万円程度の空調設置費
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資料１ 

 

を単純に加えますと、７億３千万

円程度の金額になるのではない

か。 

 

 

 

課名  学校教育課   

議員名 質問内容 回答 

磯貝明彦議員 １．小中学校の体育館に空調設備

設置について 

(1) 体育館での体育の授業・部活

での熱中症対策はどのようにし

ているのか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体育館の窓を開放し風通しをよ

くするとともに、スポットクーラ

ーや大型扇風機を設置し、体育の

授業や部活動を行っている。体育

館内に複数のＷＢＧＴ計を設置し

ており、活動前に計測をし、活動

中も常にＷＢＧＴ指数の値を注視

して対策をしている。また、児童

生徒には水筒を持参させ、こまめ

な水分補給に努めている。 

学校教育課においては、熱中症

警戒アラートなどの情報を収集

し、体育や部活動を行うことが危

険と予想される場合は、注意を促

すメールを各学校へ送付し、絶え

ず啓発と注意喚起を行っている。

なお、令和３年から５年度までの

この３年間は、熱中症を未然に防

ぐことができており、児童生徒の
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資料１ 

 

 

 

 

 

＜２回目質問＞ 

碧南市では、体育館の使用中

止の規定はしているか 

 

熱中症と思われる救急搬送をはじ

めとした重大案件は起きていな

い。 

 

 

愛知県熱中症予防ガイドライン

では、暑さ指数３３以上で使用中

止。 

碧南市では、暑さ指数３１で使

用中止としている。 

 

 

 

課名  スポーツ課   

議員名 質問内容 回答 

藤田宇哉議員 ２．碧南緑地ビーチコートの実績

と展望について 

(1) これまでの競技会場としての

実績について 

ア 過去開催した大会の規模や件

数について 

 

 

 

イ 過去の大会からの要望などに

ついて 

 

 

(2) 国際大会の会場としてのハー

 

 

 

 

オープンから６年が経過し、中

学生の２人制ビーチバレーボール

全国大会をはじめ昨年度は２１件

の大会を開催した。 

 

施設面の要望はないが備品に関

する要望はあり、その都度対応し

ている。 
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資料１ 

 

ド面での課題について 

ア フリーＷｉ—Ｆｉ設置の必要

性の見解について 

 

イ バリアフリートイレ等の増設

の必要性の見解について 

 

 

(3) アジア競技大会開催後のレガ

シー（大会後に残る長期にわた

る特にポジティブな影響）とし

てのビーチコートの運用計画に

ついて 

 

 

県の補助金を活用しアジア大会

までには整備していく。 

 

組織委員会のガイドライン適合

調査の結果に応じて整備を実施し

ていく。 

 

アジア競技大会を実施したとい

う実績を活用し、市民スポーツの

振興や新たな人材の育成、賑わい

づくりのスポットとなるように取

り組んでいく。 

 

磯貝忠通議員 １．小池市政について 

(1) 重要政策について 

ア 前祢宜田市政からの主な引継

ぎ施策は何か 

 

 

 

アジア競技大会はこれまでどお

り組織委員会と協力しながら機運

を高め、引き続き全力で取り組ん

でいく。 
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資料２

報告事項イ　要保護・準要保護児童生徒の認定について（庶務課）

令和6年度　就学援助　要保護・準要保護児童生徒の認定審査結果について

年度当初の新規申請、継続申請
　１　認定（却下）日

令和６年４月１日

　２　申請世帯について （）内は前年度
新規 120 (152) 世帯  （うち要保護 0 (2) 世帯）
継続 359 (335) 世帯  （うち要保護 3 (3) 世帯）
合計 479 (487) 世帯  （うち要保護 3 (5) 世帯）

申請者数 小学生 423 (403) 名　／ 中学生 200 合計 623

　３　認定及び却下状況について （）内は前年度
(1) 認定状況

新規 71 (92) 世帯
継続 289 (281) 世帯
合計 360 (373) 世帯

認定者数 小学生 319 (313) 名　／ 中学生 154 合計 473

(2) 却下状況
新規 42 (41) 世帯
継続 51 (41) 世帯
合計 93 (82) 世帯    

却下者数 小学生 79 (66) 名　／ 中学生 37 合計 116

(3) 再審査状況
新規 7 (19) 世帯（所得未申告4世帯、課税証明書発行待ち3世帯、審査保留0世帯）
継続 19 (13) 世帯（所得未申告16世帯、課税証明書発行待ち1世帯、審査保留2世帯）
合計 26 (32) 世帯

再審査者数 小学生 25 (24) 名　／ 中学生 9 合計 34(9)名 (33)名

(209)名 (612)名

(166)名 (479)名

(34)名 (100)名
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